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架橋環境が耐久性に与える影響を明らかにするために，直轄橋梁の内 2019 年度までに点検が行われた

コンクリート上部工を有する橋梁に対し，最も新しい点検データ（計 18,300 橋）を用いマクロ的分析によ

る評価を行い，塩害・凍害・アルカリ骨材反応の被害状況と，既往の環境調査等との比較を行った．それ

によると塩害は海岸線から 500 m までの地域で，凍害は北日本の日本海側の特に最低気温が-5℃以下の地

域で，ASR は九州北部と沖縄県で多く発生していることが明らかとなった．併せて，各都道府県が管理す

る橋梁群が抱える，耐久性に関する被害程度の差を相対的に比較できる指標を提案した． 
 

     Key Words : concrete bridge, salt attack, frost damage, alkali silica reaction 
 
 
1. はじめに 
 
架橋環境がコンクリート橋の耐久性に影響を与えるも

のとして，塩害，凍害，アルカリ骨材反応（以下，本論

文では ASR と称する．）が挙げられる．海岸線付近で

は塩害が，寒冷地では凍害が，反応性骨材の産地周辺で

は ASR 被害が顕在化し易いことはよく知られている．

しかし，そのような架橋環境の影響と，実際の被害状況

を全国規模で照し合わせた例は少ない． 
その内，環境作用については既に精力的な調査 1)-4)が

行われている．塩害に対しては，飛来塩分量全国調査 1)

で全国の海岸で飛来塩分量の実態調査が行われた．それ

によると北海道，東北および北陸の日本海側ならびに沖

縄地方では飛来塩分が多く，太平洋側の地域，中国およ

び九州地方の日本海側は飛来塩分が少ないとしている． 
凍害については凍害危険度の分布図 2)が整理されてい

る．分布図は 1965 年秋から 1970 年春の全国主要都市に

おける最高最低気温や日射等の影響を考慮した凍害危険

値を 5段階の危険度に評価し地域別に分類したものであ

る．これによると北海道の内陸と盛岡が最も凍害の危険

度が高く，次いでそれら周辺地域と日本アルプス周辺の

危険度が高いとしている． 
ASR については建設省総合技術開発プロジェクト 3)や，

古賀・河野 4)が反応性骨材の分布を調査結果を報告して

いる．前者 3)は北海道や東北，北陸，中国地方の日本海

側，九州で反応性のある岩体が高確率で含まれるおそれ

のある岩体（中新世よりも新しい火山岩類）が多いとし

ている．後者 4)は全国のレディーミクストコンクリート

工場で使用している細骨材及び粗骨材に対し，アルカリ

シリカ反応性試験を行っている．この調査では北海道や

東北，北陸，瀬戸内と九州の一部地域で無害でないと判

定された骨材が多かったことが報告されている． 
一方，全国的なコンクリート橋の被害調査は，塩害に

ついては実施されているが，凍害や ASR は筆者が調べ

た限りでは見当たらなかった．コンクリート構造物の

ASR被害については，アルカリ骨材反応調査研究委員会

報告書 5)で整理が行われており，その対象構造物，マッ

プの作製方法等は不明であるが，それによると ASR 被

害に地域性は無く，海沿いに被害が分散している． 
塩害被害分布は，道路橋の塩害対策指針（案）6)や国

総研資料 7), 8)として整理されている．前者 6)はコンクリー

ト橋の損傷実態調査を踏まえて地域ごとに対策区分を定 
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めており，沖縄地域と日本海側の地域で特に塩害被害が

多いとしている．また，後者は沖縄県を除く海岸線から

500m 以内の橋長 15m 以上の道路橋（計 1,011 橋）7)と，

海岸線から 3km以内の道路橋から選定した橋梁（計 977
橋）8)に対し，飛来塩及び凍結防止剤による塩害の調査

を行っている．その調査では地域によらず，海岸から

500m以内に塩害被害が多く生じているとしている． 
本論文では，定期点検が実施された直轄橋梁のコンク

リート上部工の全ての点検データ分析を行い，その被害

状況と既往の環境作用調査結果との比較を行う．それに

より地域ごとの橋梁群のマクロ的な被害傾向や，その被

害が生じ得る環境作用の閾値の把握及び，被害範囲を明

らかにすることを目的とする． 
ただし，コンクリート上部工（主に桁橋である．）で

は被害事例が少ない疲労や，点検でフェノールフタレイ

ン法等の調査が義務付けられていないことから，判定事

例が少ない中性化については今回分析対象としない． 
 
2.  分析に用いた定期点検データと耐久性に関す

る技術基準類の変遷 
 
(1) 使用したデータについて 

使用した点検データは，直轄橋梁の内 2019 年度まで

に点検が行われたコンクリート上部工（計 18,300橋）に

対し，最も新しいデータを用いた．橋長は定期点検が行

われている 2m 以上の橋梁であり，道路橋が多いが既設

道路橋を拡幅するために新設された隣接の歩道橋のデー

タも含まれる．適用された点検要領はほとんどH26橋梁

定期点検要領 9）であるが，2019年度の点検のみH31橋梁

定期点検要領 10)である． 
その内，塩害・凍害・ASRが原因で判定区分C1, C2と

判定されたものを，分析対象とした．理由として上記点

検年ではE1, E2判定されたコンクリート橋の内，塩害・

凍害・ASRが原因であるものは存在しないためである．

詳細調査や追跡調査の必要があると判定（S1, S2）され

た橋梁は，損傷原因や規模が不明確であるものが多いこ

とから，分析対象としない． 
点検データは部材単位に診断されたC1, C2数を基に，

橋梁単位での集計を行った．表-1に要因別C1, C2橋梁数

を示す．この方法では，例えば 1つの橋梁内の複数の部

材で塩害と凍害が生じている場合は，橋梁単位では塩害

と凍害が1橋ずつカウントされる．表-1の「複数要因」

とは，このような橋梁を示す． 
一方，複合劣化の取り扱いには注意する必要がある．

調書上は複合劣化としての評価を陽には要求していない

が，実務では詳細調査等で複合劣化と特定されている場

合，損傷原因の記録を「その他」とし，備考欄に「複合

劣化」と記載されることがある．なお、表-1 の複数要

因には「複合劣化」と記載された橋梁は含んでいない． 
今回の集計方法では複合劣化としての評価を扱ってい

ないものの，部材単位での集計を基に橋梁単位での集計

を行っているため，C1, C2以上の損傷については漏れな  

表-1 要因別C1, C2橋梁数 

構造形式 
複数要因 単独要因 塩害・凍害・

ASR被害なし 
全橋 
梁数 塩害&凍害 塩害&ASR 凍害&ASR 塩害&凍害&ASR 塩害 凍害 ASR 

RC 1 0 0 0 93 43 4 6,572 6,713 
ポステン 4 2 0 0 35 67 21 3,871 4,000 
プレテン 1 1 0 0 37 67 45 8,149 8,300 

 

表-2 塩害・凍害・ASRに係る設計施工技術基準一覧 
対象 技術基準名，指針名等 概要 発行年 

塩害 

昭和 53年道路橋示方書（日本道路協会） かぶり 35㎜以上確保を規定 1978 
塩害対策指針（案）（日本道路協会） エポキシ樹脂塗装の適用推進 1984 
コンクリート中の塩化物総量規制 
（旧建設省） 骨材、混和剤などの内在塩分量を規制 1986 

コンクリートライブラリー133号 
（土木学会） 塗装 PC鋼材、PEシースを標準化 2002 

凍害 

JIS A 5308（日本産業標準調査会） AEコンクリート標準化（空気量 4.0%±1.0%） 1978 

昭和 53年道路橋示方書（日本道路協会） AE コンクリート標準化（空気量 4.0%±1.0%）

の，RC適用が標準化 1978 

平成 8年道路橋示方書（日本道路協会） AE コンクリート標準化（空気量 4.5%±1.5%）

の，PC適用が標準化 1996 

ASR 
アルカリ骨材暫定対策（旧建設省） コンクリート中のアルカリ総量規制を推進

（3kg/m3以下） 
1986 

アルカリ骨材反応抑制対策（国土交通

省） 
コンクリート中のアルカリ総量規制（3kg/m3 以

下） 2002 
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被害発生位置
：RC
：プレテン
：ポステン

岩体分類3)

：反応性試験の対象としなかった岩体（新第三期より
も新しい堆積岩類）

：反応性のある岩石をほとんど含まない岩体（深成岩
類，漸新世よりも古い火山岩類）

：岩型によっては反応性のある岩体を含むおそれのあ
る岩体（古第三紀よりも古い堆積岩類，変成岩類）

：反応性のある岩石が高確率で含まれるおそれのある
岩体（中新世よりも新しい火山岩類）

※岩体分類については，文献3)の図をトレースした．

：山脈・山地・高地

凍害危険度2)

：極めて大きい（5）
：大きい（4）
：やや大きい（3）
：軽微（2）
：ごく軽微（1）

被害発生位置
：RC ：プレテン ：ポステン

※凍結危険度については，文献2)の図をトレースした．

北見山地

日高山脈

天塩山地

夕張山地

北上高地

出羽山地

奥羽山脈

越後山脈

阿武隈高地

 

(a) 塩害 

 

(b) 凍害 

 

(c) ASR 
図-1 環境作用と耐久性被害の分布 

 

被害発生位置
：RC ：プレテン ：ポステン

：塩害地域区分B6)

年平均飛来塩分量(mg/dm2/日)1)

：0.1 未満
：0.1 以上 1.0 未満
：1.0 以上 10.0 未満
：10.0 以上

（NaCl質量，1dm2=100cm2）
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く集計されている．そのため，表-1 の単独要因の中で，

実際には複合劣化により劣化が促進されているものも含

まれるが，地域ごとに集計を行うことでそれら要因を内

包した地域差として捉えることが出来ると考える． 
また，竣工年や架橋位置に関する情報が不足している

点検データも存在する．そのため図により，僅かに橋梁

数が変化する． 
 
(2) 耐久性に関する設計施工技術基準の変遷 

長期間に渡り供用される橋梁群のデータを用いるにあ

たり，耐久性に係る技術基準改正時点を把握し，適切に

データ分析を行う必要がある． 
表-2 に塩害・凍害・ASR に係る設計施工技術基準一

覧 6), 11)-17)を示す．中でも，塩害については 1986年の塩化

物総量規制及び海水の影響を受ける地域でのかぶりの増

加，凍害は 1978 年と 1996 年の AE コンクリートの標準

化，ASR は 2002 年のアルカリ総量規制で，耐久性能の

強化が図られている． 

 
3. 塩害による損傷状況と地域特性の関係 

 
 (1) 飛来塩分に対する対策区分と塩害発生状況 
塩害は，環境作用 1)や被害状況 6)-8)について，既に調査

が行われている．本論文では，内陸の塩害被害も取扱う

点，技術基準改正 6)から30年ほど経過したデータを用い

る点，網羅的に全数調査を実施しており既往の調査より 
も約 18倍データ量が多い点に新規性がある． 
図-1 に環境作用と耐久性被害の分布を示す．同図は

既往の対策区分6)や環境作用の図に，点検によりC1及び

C2 と診断された橋梁位置をプロットしたものである．

図-1(a)塩害は，背面に塩害対策の地域区分 6)，海岸線に

は飛来塩分量 1)を示している．飛来塩分量については，

3 年間に渡る飛来塩分全国調査 1)により得られた飛来塩

分量の最大値を図に追加した． 
図-1(a)塩害に注目すると，塩害が特に厳しいとされる

北日本の日本海側以外の海岸線沿いにも被害が生じてい

る．北日本の海岸線沿いに PC 橋の被害が集中している

ように見えるのは，1980年代の塩害顕在化時に RC 橋梁

の多くに被害が生じ，PC 橋梁に架け替えられたことに

より，PC の割合が高いためである 18)．また，海岸線沿

いでは高知県東南部や和歌山県・九州南部の海に張り出

したような土地で塩害が多い．飛来塩分量もそのような

土地で多い傾向があり，台風の影響を強く受けると推測

される．次節で考察するが，山口県と広島県の南部にも

被害が集中している． 
内陸では，東北や中部，近畿地方で被害が生じている． 

特に RC が多いことから，塩害に対する技術基準がまだ

存在しない古い時代に造られたかぶりの薄いRCの被害 

 

(a) RC 
 

(b) プレテン 
 

(c) ポステン 
図-2海からの距離と被害状況 

 
から被害が顕在化し始めていると解釈できる． 
凍結防止剤の散布量については，管理区間の気象条件

や地形的特徴，交通量等により異なる．必ずしも寒冷地

で多い訳ではなく，積雪の無い地域でも，路面のアスフ

ァルトが見えるまで除雪もしくは解凍させるように管理

が行われる地域では多量の凍結防止剤を散布する．また，

散布量は平成 5年のスパイクタイヤ使用禁止以降増加傾

向にあり，使用する薬剤の約 70%が NaCl であるとの報

告 19)もある．凍結防止剤散布による作用の影響を示すた

めの，散布量やその累積量に関する調査は今後の課題で

ある． 
 
 (2) 海岸線からの距離と塩害発生状況 
 塩害は様々な要因の影響を受けるが，中でも飛来塩分

量，凍結防止剤散布量，W/Cに起因する浸透・拡散抵抗

性の影響が支配的であると考えられる．本論文ではそれ
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ら要因の直接的な指標ではないものの，海からの距離や

構造（RC，ポステン，プレテン）等の，実務で扱いや

すい指標を用いてマクロ的な傾向把握を行う．海からの

距離は飛来塩の影響程度やその有無，構造は W/C の違

いを凡そスクリーニングできる．海岸付近かつ凍結防止

剤が散布されている橋梁や，内陸における散布量の差，

同じ形式中（例えばRC橋中）でのW/Cのばらつきはあ

ると推測されるが，点検データからはそこまで詳細に分

類できないため，それらばらつきを内包する地域特性と

して整理する． 
図-2 に海からの距離と被害状況を示す．海からの距

離については，地理院地図 20)の距離計測機能を用い，全

ての橋梁に対し海岸線から 3 km 以内に位置するかの判

読を行い， 3km 以内に位置するコンクリート橋（計

5,060 橋）については海からの距離を計測した．計測距

離については海岸線は自然地形や港で入り組んでいるた

め，架橋位置と海岸線上の最短距離を計測し，海岸線上

に存在する橋梁の距離は 0.001 kmとした． 
同図によると，凡そ海岸から 500 m以内に被害が集中

しており，既往の文献 8)とも傾向が整合する．一方，海

からの距離が同じ環境で，被害なし・C1・C2 が混在し

ているのは，C1 とそれに満たない B 判定等の診断のば

らつき，その他支配的な劣化促進要因の影響と考えられ

る．また，塩化物総量規制（内在塩分量規制，エポキシ

樹脂塗装鉄筋の使用推奨）後は被害が低減している．規

制以降に沿岸部で発生している C1 判定損傷（計 8 橋）

の点検調書を確認したところ，塩害対策の不足による損

傷ではなく，かぶり不足や締め固め不足など，施工的な

要因が塩害を促進させていた．規制以前も同様の原因に

より劣化が促進されている橋梁が多く存在するため，本

論文ではバイアスの観点から，それらを分類せずに図化

している．加えて，基準改正の効果については経年の影

響があるため，今後も継続的に調査する必要がある． 
規制以前に注目すると，年代が古い橋梁ほど被害が多

い訳ではない．これはマクロ的には経年に伴う浸透拡散

よりも，塩分供給量に関わる地域特性の方が被害進展速

度に与える影響が大きいことを示していると推測される． 
図-3 に地域別の海岸線からの距離と塩害発生率を示

す．同図は図-1(a)に示す地域区分で分類し，整理を行っ

た．北海道，東北が含まれた 2グループで日本海側と太

平洋側を比較すると，RC とポステンは日本海側が被害

率が高く，プレテンは太平洋側の被害率が高い．ただし， 
図-1(a)塩害のプレテン被害に注目すると，被害は関東と

中部地方に生じており，東北では被害橋梁が存在しない．

そのため，太平洋側でプレテンの被害率が高くなったの

は，東北以外の地域の被害の影響である．それを勘案す

ると，塩害対策指針（案）6)で塩害被害が多い地域とし

て指定されている通り，太平洋側よりも日本海側で被害 

が多い傾向には相違ないと考える．太平洋側の東北・関

東・中部を一つのグループとした理由は，基より太平洋

側の海から3km以内は橋梁数が少なく，分割が過ぎると

データ数が少なくなるためである． 
 一方，同じく塩害が厳しいとされる沖縄地域は 300m
内陸まで被害率が高いが，海沿いで内陸側より低い被害

率となっている．現状を示すという観点では正しいデー

タであるが，厳しい塩害により既に架け替えられた橋梁

が多く，2014～2019 年の点検データのみでは十分に被害

を示せない可能性がある．沖縄における既往の研究成果

においても海岸線から 1～2 km以内の範囲まで被害が生

 

(a) RC 
 

(b) プレテン 
 

(c) ポステン 
 

(d) 内陸における塩害被害率 
図-3 地域別の海岸線からの距離と塩害発生率 
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じている事例 21)も存在し，他地域と比べ内陸側まで飛来

塩の影響がある地域と言える． 
また，瀬戸内は総じて被害率が低い．図-1(a)塩害と見

比べると，山口県と広島県以外ではほぼ被害が無く，飛

来塩分量も少ない 0.1 mg/dm2/日の地域である．被害が生

じた山口県と広島県の RC橋の竣工年代は 1930～1950年
代前半であり，海砂の使用割合が増え始めた1963年22)以

前に架橋されている．海砂が原因でないと仮定すれば，

飛来塩分量が少ない地域の RC 橋が，緩やかに塩害が進

行し，60～80年経過した現時点で塩害が顕在化したと考

えられるが，被害が集中している理由は不明である． 
全体では，海岸線から 300 m以内では約 10～20 %の橋

梁が塩害によりC1, C2と診断され，被害が多い．  
飛来塩の影響はほぼ無く，凍結防止剤の影響で塩害が

生じていると見なせる，海岸から 3 km 以上離れた内陸

側の塩害被害率を図-3(d)に示す．それによると，合計の

被害率は東北地方で最大3%，平均的には1%以下ほどで

ある．ただし，点検調書上の塩害は飛来塩によるものを

対象としており，実務では凍結防止剤による塩害は「塩

害」の他に，「防水・排水工不良」として処理される場

合が多い．そのため，本データは凍結防止剤による塩害

の全数を示していない点に注意する必要がある． 
 
4. 凍害による損傷状況と地域特性の関係 

 
 (1) 凍害危険度の区分と凍害発生状況 
 図-1(b)凍害では，既往の凍害危険度の分布図 2)の上に

凍害によりC1及びC2と診断された橋梁位置をプロット

している．図-1(b)凍害に注目すると被害は福島県より北

側の地域と，日本アルプス周辺の長野県や岐阜県，それ

に加え群馬県に生じている．凍害危険度の分布図と比較

すると，凡そ傾向が一致するが，凍害危険度 1や 2の北

海道南部や，東北の海側地域でも凍害が発生している．

また，マップ上では北海道の天塩山地と夕張山地の間，

東北の出羽・越後・奥羽山地の間に凍害被害が集中して

いる．東北においては凍害危険度マップ 2)では危険度が

軽微もしくはごく軽微と算出されている地域である． 
 
 (2) 最低気温と凍害発生状況 
 凍害の発生及び促進に影響を与える外的要因は，凍結

融解作用や乾湿繰返し作用，温度変化作用が影響する 23)

が，コンクリート中の水を凍結させる気象作用は，言う

までもなく気温の低下である．本論文では実務での取り

扱いのし易さを重視し，架設位置の最低気温を以ってマ

クロ的な被害状況の把握を行う． 
図-4 に最低気温と被害状況を示す．ここで最低気温

は，竣工年から最新点検年までの冬季（11月から3月）

の年最低気温を平均した値を，全ての橋梁に対して求め 

 

(a) RC 
 

(b) プレテン 
 

(c) ポステン 
図-4 最低気温と被害状況 

 
 

図-5地域別，構造形式別の凍害発生率 
 

た．この最低気温は気象庁データベース 24)から月最低気

温が取得可能な 959箇所の気象観測点の内，1920年から

2021年に観測されたものである．なお，観測箇所と架設

位置が一致しない場合は，隣接する観測箇所のデータを

用いることとした． 
 これによると，空気量に係る技術基準改正前の橋梁群

は，プレテンで高い温度で損傷が出ているが，凡そ-5℃
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以下，プレテンは-8℃以下でより重度な C2 被害が生じ

ている．一方，技術基準改正から4年経過した2000年以

降は被害が抑制されている．経年の影響もあるため一概

には言えないが，現時点のデータにおいては AE コンク

リートの普及が耐久性向上に影響したと推測される． 
一方，マクロ的には塩害同様経過年に伴い有意に被害

が増加する傾向は現れておらず，架橋位置ごとの環境作

用のばらつきが大きく，それに伴い被害進展速度が大き

くばらついていると推測される． 
 図-5 に地域別，構造形式別の凍害発生率を示す．こ

れによると北海道，青森，秋田，山形といった，北日本

の日本海側で，中でも，前述の通り山脈裾部の西面や山

間部に被害が多い．また，太平洋側と比べ，これら日本

海側に共通する気候は冬季に北西の季節風が卓越し，日

照時間が短く，山沿いに多量の雪が積雪することである．

凍結融解には日射による温度上昇と，除雪による水の供

給が影響するとされているが，それとは逆傾向の気候で

あり，実際に危険度計算時には全凍結融解日数が比較的

少ない地域と算出されている 25)．凍害危険度マップとの

相違が生じた原因はここにあると考えられるが，凍結融

解が多くはない地域で被害が突出する原因は不明である． 
また，プレテンの凍害被害率が低い傾向がある地域も

あるが，構造形式ごとの違いは有意に現れていない． 
  
 5. ASRによる損傷状況と地域特性の関係 

 
 図-1(c)ASRでは，反応性骨材が含まれる恐れのある産

地分布 3)に，ASRが原因で C1及び C2と診断された橋梁

位置を重ねている．反応性骨材が含まれる恐れのある産

地分布 3)は，全国の砕石場が属している地質・岩体の区

分を分類し，それぞれの岩体を化学法により反応性を確

かめ，地質図を基に分布を補完し，作成されている．

ASRの地域特性については塩害や凍害と異なり，架橋環

境がそのまま環境作用に直結する訳ではない．海水や凍

結防止剤によるアルカリ供給は架橋環境の影響を受ける

が，反応性骨材についてはその産地，レディーミクスト

コンクリート工場，プレテン桁製作工場，架設位置が一

致しない．また，大雑把には(1) 十分な水，(2) 限界値以

上の水酸化アルカリ濃度，(3) 骨材中における反応性シ

リカの存在という 3条件が整わないと，ASRによるコン

クリート劣化が生じない 26)．加えて，3 条件が整ったと

しても内部の生成されたアルカリ・シリカゲルが膨張し

続けるか，またそれにより生じたひび割れが進展し続け

るかは生成されたゲルの粘性および剛性に影響される 27)．   

上記以外にも ASR については多くの要因が複雑に作用

するため，一概に地域特性による議論ができない．しか

し，実際にどの地域で ASR 被害が生じているか，海岸

付近ではASR被害が多いのか等，地域ごとの被害傾向 

を示すことは可能である． 
 図-1(c)ASR に注目すると，九州北部と海岸線付近に

ASR被害が生じており，特に九州北部で被害が集中して

いる．目視点検により確認された被害であるので，その

被害は外観のひび割れ・変色・ゲルの滲出であり，前述

の通り膨張しやすいアルカリ・シリカゲルが生成される

骨材が九州北部で多く使用されていることを意味する．

ただし，各橋梁に使用された骨材の産地は不明である． 
 図-6 に竣工年と ASR 損傷橋梁数を示す．図-1(c)ASR
では九州北部を中心に ASR が発生しているが，その全

てが 2002 年の骨材抑制対策以前に竣工された橋梁であ

る．2002 年以降でも橋台等で ASR が発生した事例は少

数存在する．しかし，直轄のコンクリート上部工では

2002年以降，C1, C2被害が発生しておらず，規制の効果

が着実に現れている．ただし，経年の影響も存在するた

め，規制の効果については継続調査が必要である． 
 図-7 に地域別の ASR 被害率を示す．被害率は地方ご

とに分けているが，九州については南北で被害数に差が

あるので，分けて算出した．被害は九州と沖縄地域に多

く，海から 3km 以内と内陸で比較するとその ASR 被害

率に明確な差はない．既往のASR被害調査 5)では，全国

の海岸付近に ASR が発生していると報告されているが，

今回の結果と傾向が異なる．古賀・河野 4)も指摘してい

る通り，市場からの反応性骨材排除行動の影響も受ける

ため，骨材分布と被害は一致しないことが多い．そのた

め，経時的に被害の有無を確認することが重要である．

また，実態としてRCよりもPC橋にASR被害が多い． 
これは，RC橋は古い年代の橋梁が多く，河川の骨材を 

 

図-6  竣工年とASR損傷橋梁数 
 

 

図-7 地域別のASR被害率 
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を使用しているものが大半を占めるためであると考えら

れる．実際に岩砕鉱石や山や陸部の骨材は 1964 年頃か

ら使用割合が増加し始め，1970年代には骨材の 9割近く

が河川以外で生産されている 27)．1960年代，1970年代は

RC の竣工数が減少し，PCが主流となった時代である．

そのため，PC 橋に ASR 被害が多いのは竣工年代ごとの

骨材事情が影響したと理解できる． 
 

 

図-8 都道府県ごとの構造形式割合 
 
 

(a) 塩害 
 

(b) 凍害 

 

(c) ASR 
図-9 塩害・凍害・ASRの都道府県別形式割合調整被害率 
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 6. 耐久性に関する都道府県別被害度指標 

 
前章まで示してきた，海の近くで塩害が多い，寒冷地

で凍害が多い等の架橋環境に関する定量的な情報は，現

場に関わる技術者には使い勝手が良い．一方，対策の優

先順位付けや適切な資産配分を行う技術者には，都道府

県や市町村単位で，その管理区域内の橋梁群にどの変状

が生じやすいか，どの変状が他区域と比べ何倍生じやす

いか等，管理する橋梁群が抱える，耐久性に関する被害

程度の差を相対的に評価・比較できる指標があれば便利

であると考える． 
そこで本章では，発生原因やメカニズムが異なる塩

害・凍害・ASRの被害状況を比較できる指標を提案し，

都道府県単位での耐久性被害の差について考察を行う． 
 塩害・凍害・ASRの対策区分の判定結果については，

変状によらず同じである．そのため，C1や C2の発生率

（被害率）を用いることが良い．しかし，都道府県ごと

に管理する橋梁群の形式割合が異なるため，例えば耐久

性上不利な場合が多い RC 橋が多い都道府県では，その

影響を受け，被害率が大きく出ると考えられる．図-8

に都道府県ごとの構造形式割合を示す．長野県や京都府

といった RC が半分以上を占める地域，静岡県や長崎県

といったプレテンもしくはポステンが極端に少ない地域

など，都道府県ごとに管理する形式割合は全く異なる． 
 形式割合の違いによる影響を排除し議論するために，

例えば RC のみと言ったように形式を絞り分析すること

も考え得るが，橋梁の総数が減少し，年代にも偏りが生

じる．そこで，形式割合を調整し揃え，都道府県間の地

域差のみを評価し，異なる被害を比較する指標として，

医療分野における年齢調整死亡率 28)を援用し，形式割合

調整被害率を式（1）により求めた． 

𝐷𝐷𝑟𝑟 =
∑ (𝑛𝑛𝑖𝑖 × 𝑝𝑝𝑖𝑖)𝑘𝑘
𝑖𝑖=1

∑ 𝑛𝑛𝑖𝑖𝑘𝑘
𝑖𝑖=1

 （1） 

 ここで，𝐷𝐷𝑟𝑟は形式割合調整被害率，𝑛𝑛𝑖𝑖は基準集団の

形式別橋梁数，𝑝𝑝𝑖𝑖は観察集団の形式別被害率，𝑘𝑘は基準

集団の数（今回は RC，プレテン，ポステンの 3種），𝑖𝑖
は観測集団数である． 
観測集団は，塩害の場合は図-3 の被害率を使用し，

海岸線から 0-50 m，50-100 m，100-300 m，300-700 m，700-
3000m，内陸でグループ分けを行った．凍害は図-5 のよ

うに凍害が発生している都道府県別にグループ分けを行

い，ASR は図-7 のように九州のみ南北に分割し，地方

ごとにグループ分けを行った．これら観測集団ごとの被

害率と，同じグループ分けを行った橋梁形式割合を求め，

形式割合調整被害率を算出する．ここで，福井県につい

ては図-1の被害分布や地域区分の分類 6)を考慮し，塩害

については北陸地方として，凍害と ASR については近

畿地方に分類している．また，マクロ的には耐久性の時

間依存性が支配的でないことは，図-2 と図-4，図-6 で

確認済みである． 
 図-9 に塩害・凍害・ASR の都道府県別形式割合調整

被害率を示す．図-9(a)塩害によると，沖縄県で突出して

被害率が高く，全国平均の約 4倍塩害が生じやすいこと

がわかる．次いで，秋田県，山形県，新潟県といった塩

害地域区分 B6)の地域や，神奈川県，静岡県，和歌山県

で全国平均よりも 1σ以上，塩害被害率が高いことがわ

かる．図-9(b)凍害では，北海道，山形県，秋田県，青森

県の順で被害が生じやすく，北日本の日本海側が特に厳

しい環境であることが伺える．また，日本アルプス付近

の長野県でも被害率が高い．図-9(c)ASRでは，九州北部

と沖縄県で全国平均の 3～4 倍程度，北陸の新潟県，富

山県，石川県で 2倍程度被害が生じやすい． 
形式割合調整被害率は，具体的な被害率ではなく，異

なる地域間の相対的な被害傾向を推し量るものである．

また，本論文では都道府県単位で集計したため，都道府

県ごとの凡その被害発生傾向を示す指標であり，それよ

りも個別な環境の傾向を示す指標ではない．もし，これ

よりも個別の環境における地域差を知りたい場合は，例

えば市町村の場合，基準集団に市町村における形式別橋

梁数と，観測集団に本論文の形式別直轄橋梁被害率を用

いればよい．地域特性を示す被害率については議論の余

地があるが，被害率を求めた地域と同じ地域の市町村で

あれば，凡その地域の傾向を推し量れる． 
 
7. 結論 

 
2014～2019 年に実施された直轄コンクリート橋梁の全

ての定期点検データ（計 18,300橋）を基に塩害・凍害・

アルカリ骨材反応の被害分布を作成し，架橋環境がコン

クリート橋の耐久性に与える影響を明らかにした．得ら

れた知見は以下の通りである． 
1) 塩害被害は海岸線から 500 m 以内の地域に集中して

おり，海岸線付近ではその約 20 %が被害を受けてい

る．また，内陸部では東北地方を中心に最大で 3 %
弱程度の橋梁が塩害被害を受けている． 

2) 凍害被害は，空気量に係る技術基準改正前の橋梁群

は，竣工年から点検年までの年最低気温の平均値が

凡そ-5～-6℃からC1被害が発生し始め，RCとポステ

ンは-10℃以下，プレテンは-8℃以下でより重度な C2
被害が生じている．基準改正（1996 年）から 4 年後

の 2000年竣工より凍害被害が減少している． 
3) ASR 被害は特に九州北部で被害が集中している．ま

た，実態としては海から 3km 以内と内陸で，被害率

に明確な差はない．コンクリート上部工については，
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2002 年のアルカリ骨材反応抑制対策以降に竣工され

た橋梁では，被害が発生していない． 
4) 都道府県別では，沖縄県が突出して塩害被害が多く，

凍害被害は北日本の日本海側に多い．ASR は九州北

部と沖縄県で被害が多い． 
5) 異なる管理者が管理する橋梁群が抱える，耐久性の

被害程度の差を相対的に比較できる指標を提案した． 
 
謝辞：本研究は AI を活用した道路橋メンテナンスの効

率化に関する共同研究の一環で行われたものである．記
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NATIONWIDE DURABILITY SURVEY OF CONCRETE BRIDGES BASED ON 

INSPECTION DATA ANALYSIS 
 

Takumi KOBAYASHI, Junya SATO, Kazutoshi YAMAMOTO and Masahiro ISHIDA 
 

In order to clarify the influence of bridge environment on the durability, a macroscopic analysis was 
conducted using the most recent inspection data (18,300 bridges in total) for bridges with concrete super-
structures that were inspected by fiscal 2019. The results were compared with previous environmental sur-
veys. It was found that salt attack tends to occur in areas up to 500 m from the coastline, frost damage in 
areas on the Sea of Japan side of northern Japan, especially where the minimum temperature was below -
5°C, and ASR in northern Kyushu and Okinawa prefecture. In addition, we proposed an index that allows 
relative comparison of the difference in the degree of damage to the durability of bridges managed by each 
prefecture. 
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